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丸森町人事行政の運営等の状況 

 

 

 丸森町における人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。 

 

    令和２年１２月２８日 

丸森町長 保 科 郷 雄 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
 

⑴ 職員の任免に関する状況 
 

  ア 職員の採用試験の状況（令和元年度実施） 

区 分 申込者 
第１次受験者数 

（A） 
第１次合格者数 

最終合格者数 

（B） 

競争倍率 

（A）/（B） 

上級行政 ２２人 １９人 １３人 ６人 ３．１倍 

初級行政 ８人 ８人 ７人 ４人 ２．０倍 

初級建築 １人 １人 １人 １人 １．０倍 

保健師 ３人 ２人 １人 １人 ２．０倍 

看護師 １人 １人 １人 １人 １．０倍 
 

イ 職員の採用の状況（令和元度採用） 

区  分 男 女 計 

職 

種 
主   事 ５人 ２人 ７人 

保 健 師 ０人 １人 １人 

教育専門監 １人 ０人 １人 

医   師 ２人 ０人 ２人 

准 看 護 師 ０人 １人 １人 

計 ８人 ４人 １２人 

（注） 採用者は、平成31年４月１日から令和２年３月31日までに採用した職員です。 
 

  ウ 職員の退職の状況（令和元年度退職） 

自己都合退職 勧奨退職 定年退職 期間満了(任期付) 計 

３人 ０人 ６人 ０人 ９人 

（注） 退職者は、平成31年４月１日から令和２年３月31日までに退職した職員です。 
 

エ 職員の再任用の状況（令和２年４月１日現在） 

区  分 男 女 計 

常時勤務職員 ６人 ６人 １２人 

短時間勤務職員 ２人 １人 ３人 

計 ８人 ７人 １５人 
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⑵ 職員数に関する状況（令和２年４月１日現在） 

区  分 職 員 数 

町長部局 １６２人 

議会・選挙管理委員会・監査委員・農業委員会 ９人 

教育委員会 １６人 

水道事業 ４人 

病院事業 ６０人 

計 ２５１人 

   （注） 職員数には、短時間再任用職員は含みません。 
 

 ⑶ 一般行政職の級別職員数（令和２年４月１日現在） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

標準的な 

職務内容 

主事 ･技

師 

主事 ･技

師 

班長 ･主

査 

課 長 補

佐・主幹 

課長・専門

官・参事 

会計管理

者・課長 

 

職員数 44人 16人 48人 33人 9人 12人 162人 

構成比 27.1% 9.9% 29.6% 20.4% 5.6% 7.4% 100.0% 

   （注） 一般行政職は、全行政職から税務・水道会計・保育士・保健師・社会教育主事等の職員を

除いたものです。(対象人数162人) 
 

⑷ 定員適正化計画の実績状況 

区 分 開始前 H16.4.1 H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 

 

職員数 

人 

２９６ 

人 

２８６ 

人 

２７２ 

人 

２７３ 

人 

２５７ 

人 

２５０ 

人 

２４８ 

人 

２４７ 

人 

２４７ 

人 

２４４ 

対前年度 

削減数 

 

― 

 

▲１０ 

 

▲１４ 

 

１ 

 

▲１６ 

 

▲ ７ 

 

▲ ２ 

 

▲ １ 

 

― 

 

▲ ３ 

累 計 

削減数 

 

― 

 

▲１０ 

 

▲２４ 

 

▲２３ 

 

▲３９ 

 

▲４６ 

 

▲４８ 

 

▲４９ 

 

▲４９ 

 

▲５２ 

 

区 分 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1   

 

職員数 

人 
２４３ 

人 
２４３ 

人 
２４１ 

人 
２４１ 

人 
２３５ 

人 
２３１ 

人 
２２４ 

人 
２５１ 

  

対前年度 

削減数 

 
▲１ 

 
― 

 
▲２ 

 
― 

 
▲６ 

 
▲４ 

 
▲７ 

 
２７ 

  

累 計 

削減数 

 
▲５３ 

 
▲５３ 

 
▲５５ 

 
▲５５ 

 
▲６１ 

 
▲６５ 

 
▲７２ 

 
▲４５ 

  

 

⑸ 障害者の任用状況（令和２年６月１日現在） 

区  分 法定雇用率 実雇用率 

町長部局 ２．５％ １．５１％ 

病院事業 ２．５％ ５．７１％ 

 

 

２ 職員の人事評価の状況 

  原則として、全職員を対象に能力評価及び業績評価から成る人事評価を年２回（前

期評価・後期評価）実施し、勤勉手当及び昇給等に反映させています。 
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３ 職員給与の状況 
 

⑴ 人件費の状況（令和元年度一般会計決算） 

歳 出 額 

（A） 
実質収支 

人 件 費 

（B） 

人 件 費 率 

（B）／（A） 
前年度人件費率 

千円 

11,471,504 

千円 

2,876,330 

千円 

1,355,343 

％ 

11.8 

％ 

15.8 

  （注） 人件費とは、一般職・特別職等に支給される給与、退職手当負担金、共済負担金、 

災害補償費などです。 
 

⑵ 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

丸森町 293,918円 352,066円 44.8歳 239,214円 285,729円 57.1歳 

宮城県 319,143円 420,458円 42.2歳 311,140円 354,591円 52.8歳 

国 327,564円 408,868円 43.2歳 287,283円 328,862円 50.9歳 

（注）１ 一般行政職は、全行政職から税務・水道会計・保育士・保健師・社会教育主事等の職員

を除いたものです。(対象人数162人) 

２ 技能労務職は、全技能労務職から水道会計の職員を除いたものです。（対象人数7人） 

３ 「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均

です。 

４ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、通勤手当、住居手当、時

間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。 
 

⑶ 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在） 

区  分 丸森町 宮城県 国 

一 般 

行政職 

大学卒 182,200円 189,600円 182,200円 

高校卒 150,600円 155,700円 150,600円 

 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
 

⑴ 職員の勤務時間（一般職の標準的なもの） 

１ 日 の 

勤務時間 
開始時間 休憩時間 終了時間 

７時間４５分 ８：３０ １２：００～１３：００ １７：１５ 
 

⑵ 年次有給休暇の取得状況（平成31年１月１日～令和元年12月31日） 

一般職員一人当たりの平均取得日数 ９．７日 

（注） 対象職員は、町長部局に勤務する非現業の一般職員で⑴の時間帯で勤務する職員 

（育児休業取得者及び休職者を除く。）です。 
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⑶ 一般職員の時間外勤務及び休日勤務の状況 

区  分 時間外勤務・休日勤務総時間数 
職員一人当たりの時間外勤

務・休日勤務月平均時間数 

H30年度 
全体 

１３，４６８時間 ７．７時間 

R元年度 ５７，５０１時間 ３３．５時間 

（注） 対象職員は、一般会計と特別会計（公営企業会計（病院・水道）を除 

く。）の職員です。 
 

⑷ 休暇制度の概要 

休 暇 の 種 類 給付される期間等 有給・無給の別 

選挙その他公民権の行使 必要と認められる期間 有給 

証人等として出頭 必要と認められる期間 有給 

骨髄移植検査・入院 必要と認められる期間 有給 

ボランティア休暇 １年に５日以内 有給 

結婚 連続する７日以内 有給 

妊娠障害 １０日以内 有給 

妊娠中の通勤混雑緩和 １日１時間又は３０分２回 有給 

母子健康法の保健指導、健康診査 必要と認められる期間 有給 

妊娠中の休息、補食 必要と認められる期間 有給 

妊娠１２週間未満の流産 １０日以内 有給 

産前産後休暇 産前６週間、産後８週間 有給 

育児時間(満１歳児未満) １日１時間又は３０分２回 有給 

生理休暇 ２日以内 有給 

妻の出産 ２日以内 有給 

男性職員の育児参加 妻の産前産後期間内で５日以内 有給 

乳幼児の予防接種介護 必要と認められる期間 有給 

子の看護（小学校就学前） １年に５日以内 有給 

短期の介護 
１年に５日以内（２人以上は場合

は１０日以内） 
有給 

忌引 
死亡者の区分に応じ１日から 

１０日以内 
有給 

父母・配偶者・子の追悼行事等 １日以内 有給 

夏季休暇 ７月から９月の間で４日以内 有給 

災害・交通機関の事故等による出

勤困難 
必要と認められる期間 有給 

結核性疾患による勤務軽減 必要と認められる期間 有給 

通信教育による面接授業への出席 必要と認められる期間 有給 

国･県･市町村等の資格受験の場合 必要と認められる期間 有給 

国・県・市町村等の表彰式出席 必要と認められる期間 有給 

国・地方公共団体運動競技会選手

役員としての参加 
必要と認められる期間 有給 
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休 暇 の 種 類 給付される期間等 有給・無給の別 

職務による海外視察等 必要と認められる期間 有給 

介護休暇 
通算６月の期間内（３回以下）で

必要と認められる期間 
無給 

介護時間 
連続する３年の期間内で１日２

時間以内 
無給 

組合休暇 １０日以内 無給 
 

⑸ 旅費制度の概要 

区  分 
車 賃 

(１kmにつき) 

日 当 

(１日につき) 

宿泊料（一泊につき） 

県 内 県 外 

特

別

職 

町長・副町長・ 
教育長・議員 

３７円 ３，１００円 １３，３００円 １４，８００円 

その他特別職 ３７円 ２，４００円 １２，０００円 １３，０００円 

一

般

職 

５級以上 ３７円 ２，４００円 １２，０００円 １３，０００円 

４級以下 ３７円 ２，２００円 １２，０００円 １３，０００円 

 

５ 職員の休業に関する状況 
 
⑴ 職員の育児休業・部分休業の状況（令和元年度） 

区 分 育児休業取得者数 部分休業取得者数 育児短時間勤務取得者数 

男 性 
０人 ０人 ０人 

０人 ０人 ０人 

女 性 
３人 ０人 ０人 

２人 ０人 ０人 

計 
３人 ０人 ０人 

２人 ０人 ０人 

（注）「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「育児短時間勤務取得者数」欄の上段には 

令和元年度に新たに育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）を取得した者、下段には 

育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）の期間が平成30年度以前から令和元年度まで 

に引き続いている者の数を計上しています。 
 

⑵ 自己啓発等休業の状況（令和元年度） 

区  分 取得者数 
大学等 

課程の履修 

国際貢献 

活動 

令和元年度新規取得者 ０人 ０人 ０人 

前年度から取得中の者 ０人 ０人 ０人 
 

⑶ 配偶者同行休業の状況（令和元年度） 

区  分 取得者数 

令和元年度新規取得者 ０人 
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６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 
 

⑴ 分限処分者数（令和元年度） 

処 分 事 由 
処 分 内 容 

降任 免職 休職 降給 計 

勤務実績が良好でない場合 － － － － ０人 

心身の故障の場合 － － ２人 － ２人 

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － ０人 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、

過員が生じた場合 

－ － － － 
０人 

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － ０人 

   （注） 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は，その数を重複 

して計上しています。 
 

⑵ 懲戒処分者数（令和元年度） 

処 分 事 由 
処 分 内 容 

戒告 減給 停職 免職 計 

法令等に違反した場合 － － － － ０人 

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 － １人 － － １人 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行が

あった場合 
－ － － － ０人 

 

７ 職員の服務の状況 
 

⑴ 服務制度の概要 

服務の具体的内容 法の規定 

服務の宣誓 法第３１条 

法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 法第３２条 

信用失墜行為の禁止 法第３３条 

秘密を守る義務 法第３４条 

職務に専念する義務 法第３５条 

政治的行為の制限 法第３６条 

争議行為等の禁止 法第３７条 

営利企業への従事等の制限 法第３８条 
 

⑵ 営利企業等従事許可の状況（令和元年度） 

区        分 許可件数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会

社その他の団体の役員等を兼ねる場合 
０件 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ０件 

報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 ０件 

消防団との兼職許可 ０件 
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８ 職員の退職管理の状況 
 

○ 再就職の状況（令和元年度） 

区        分 人数 

再就職の届出の対象となる退職者数 ４人 

再就職の届出のあった人数 ０人 

※ 退職後２年間、営利企業等へ再就職した場合に届出が必要となります。 

※ 届出の対象となる退職者は、管理又は監督の地位にあった職員です。 

 

９ 職員の研修の状況 
 

⑴ 研修の状況（令和元年度） 

研  修  種  別 研 修 対 象 職 員 受講者数 

階

層

別

研

修 

新規採用職員研修（宮城県町村会） 新たに採用した職員 １０人 

新規採用職員研修（宮城県市町村職員研修所） 新たに採用した職員 １人 

一般職員研修Ⅰ（   〃   ） 採用後３年～７年の職員 １人 

一般職員研修Ⅱ（   〃   ） 採用後８年～12年の職員 ０人 

監督者研修Ⅰ （   〃   ） 新任班長級職員 ２人 

監督者研修Ⅱ （   〃   ） 班長経験５年程度の職員 ５人 

管理者研修Ⅰ （   〃   ） 課長補佐級職員 １人 

管理者研修Ⅱ （   〃   ） 新任課長級職員 ２人 

管理者研修Ⅲ （   〃   ） 課長級職員 １人 

専

 

門

 

研

 

修 

人事行政関係研修会（宮城県町村会） 担当職員 １人 

人づくり政策研修（  〃  ） 担当職員 １人 

企画・財政政策合同研修（  〃  ） 担当職員 １人 

条例・規則作成研修（基礎）（宮城県市町村職員研修所） 担当職員 ３人 

政策形成研修（基礎と展開）（  〃  ） 担当職員 １人 

事業のスクラップ研修（  〃  ） 担当職員 １人 

ＣＳ接遇指導者養成研修（  〃  ） 担当職員 １人 

研修指導者フォロー研修（  〃  ） 担当職員 １人 

新任税務職員研修（県地方税事務連携推進委員会） 担当職員 ２人 

市町村等財政担当職員研修会（県総務部市町村課） 担当職員 ２人 

市町村公営企業担当職員研修会（  〃  ） 担当職員 ５人 

市区町村選挙管理委員会事務局職員研修（県選挙管理委員会） 担当職員 １人 

人事行政等研修会（宮城県市町村振興協会） 担当職員 １人 

管理監督者対象ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ講座（宮城県市町村職員共済組合） 管理監督者の職員 １人 

新入社員研修（㈱七十七銀行） 新たに採用した職員 ８人 

内

部

研

修 

新規採用職員入庁時研修（丸森町役場） 新たに採用した職員 ８人 

職員サポート制度班長・主査級職員研修①（ 〃 ） 班長・主査級の一般職員 ３６人 

職員サポート制度班長・主査級職員研修②（ 〃 ） 班長・主査級の一般職員 ２３人 

令和２年度新規採用予定職員事前研修（ 〃 ） 新たに採用予定の職員 １２人 
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⑵ 行政課題自主研修（令和元年度） 

区分 研修の方法 研修の名称 参加者数 

職員スキル向上及び

職員研修内容検討 
研修会等への参加 

職場の笑顔と成果を増やす肯定

型コミュニケーション研修 
８人 

 

 

10 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 

⑴ 健康診断の状況（令和元年度） 

定期健康診断 人間ドック 脳ドック 

５６人 １１８人 ２人 
 

⑵ 職員の利益の保護（令和元年度） 

区        分 件  数 

勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件 

不利益処分に関する不服申立の状況 ０件 
 

⑶ 公平委員会の業務の状況（令和元年度） 

区        分 件  数 

勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件 

不利益処分に関する不服申立の状況 ０件 

苦情相談の状況 １件 

   （注）宮城県人事委員会に事務委託 
 

 

11 その他 
 

⑴ 通勤災害の認定状況（令和元度度） 

○ ０件 
 

 ⑵ 公務災害の認定状況（令和元年度） 

○ ０件 


